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本年度総務委員会は、専務理事と連携し、従来の事務局業務と総務委員会の業務分掌を精査し、組織運営の

向上に努めて参ります。 
 
１．会則、並びに諸規定の見直し 

 昨年度からの引継ぎ事項として、理事枠の変更について検討する必要があり、各地区会とのコンセンサ

スをとりながら改訂へ向けて実施していきます。 
その他、総務委員会では会則見直しを適宜行い、必要な改訂を実施して参ります。 

 
２．土曜活動等助成金事業 

 子どもたちの教育環境を考える上で、土曜日や放課後の活用方法は重要な課題です。文部科学省も土曜

学習応援団を推進し、職員自ら積極的に出向かれている状況です。また、経済的事情で土曜日や放課後の

活用を制約されている子どもたちもいます。 
 そこで、昨年度に引き続き、ＰＴＡ参画で行う土曜放課後等の活動に対し、土曜、放課後活動等助成金

事業を実施します。 
 昨年度よりも予算枠は縮小されますが、実費精算方式を採用し申請事業審査の明確化にも取り組みます。 

 
３．いじめ対策活動助成金事業 

 昨年度から新たな取り組みとして、全附Ｐ連でもいじめの対策に関する事業を全国的に推進していく必

要性を協議してきました。そこで、いじめ対策に関する事業を行う単Ｐに対して、助成金を支払う事業を

実施します。新たな事業なので単Ｐへの周知を図って参ります。 
 
４．地区間交流事業 
   昨年度に引き続き地区間交流事業の助成金を実施します。昨年以上に活用していただけるように周知し

て参ります。 
 
５．ＰＴＡ活動表彰 
   昨年度から審査方法を変更し、地区会長と正副会長で審査会を行いました。今年度も３月理事会翌日に

地区会長並びに正副会長で審査会を計画します。 
 
６．総会、理事会等の設営 

 専務理事と連携し、会則に沿った諸会の設営をします。 
 


